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これからの技術教育の枠組み
および技術科免許外教員への対応

ー 一般社団法人日本産業技術教育学会の取り組み ー

村松 浩幸
信州大学教育学部

中央教育審議会初等中等教育分科会
教員養成部会教科に関する専門的事項に関する検討委員会技術・情報ワーキンググループ（第２回）
資料

資料１
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Background
・信州大学教育学部学部長・研究科長
・専門：技術教育学 博士（学校教育学）
・文部科学大臣表彰科学技術賞(平成27年)・他複数
・（一社）日本産業技術教育学会会長（R元年～）
・情報処理学会，日本教育工学会，日本科学教育学会・他

（一社）日本産業技術教育学会（産技学会）
昭和32年設立。技術教育に関する研究を行い

その振興普及及び会員相互の連絡を図り，技術
教育の発展に寄与することを目的

・会員数 1,027（R5.5現在）
・研究者と小中高の教員の会員数がほぼ同数
・全日本中学校技術・家庭科研究会とも連携
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技術・情報教育に関する意見表明・要望

• R4.12.19：中学校技術科及び高等学校工業科の整備・充実に関する要望
• R4.11.25：「高等学校情報科に関わる大学入学共通テストおよび指導体制の充実

に対する意見
• R3.10.4  ：「令和7年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱の予

告（補遺）」に関する意見
• R3.9.3 ：「令和7年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱の予

告」に関する意見
• R3.2.1 ：中学校プログラミング教育の実態調査の報告

－令和元年度 技術・家庭科技術分野「D情報の技術」の現状－
• R3.1.28：平成30年告示高等学校学習指導要領に対応した大学入学共通テストへ

の『情報』の出題について
• R3.1.27 ：「高等学校共通教科情報科の大学入学共通テストでの実施に関する提

言」について
• H27.5.15 「普通教育における技術教育の充実について」に対する賛同署名の

結果と要望書提出 ※署名総数 22,791名

日本産業技術教育学会 普及・啓発活動：https://www.jste.jp/main/announce.php3



技術科教員の研修・免許外教員への対応

日本産業技術教育学会 実践研究支援サイト：https://jste.info/support/#

研修教材

研修教材補足資料
高等学校「情報」実践事例集補足資料
https://jste.info/support/high_jirei
中学校プログラミング教育実践事例集補足資料
https://jste.info/support/jr-jirei

中学校技術・家庭科（技術分野）内容「Ｄ 情報の技術」研修用教材（R3）
中学校技術・家庭科（技術分野）

内容「Ｄ 情報の技術」におけるプログラミング教育実践事例集（R2）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00617.html

高等学校「情報」実践事例集(R3)
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_01342.html

動画研修講座 （JMOOC https://www.jmooc.jp/ ）
中学校技術・家庭科 D情報の技術 －授業実践の手引き―

学会として，技術科の免許認定講習への対応も検討可能
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技術科教員の質保証
技術科教員指導能力認定システム

①技術科の専門知識を問う問題
②技能に関する知識を問う問題

①実技試験「設計と製作の技能」
②模擬授業

各領域の修得基準に基づき作問
過去の全国の技術科教員採用試
験問題を参考にした出題もある

一次試験（オンライン・2月）

二次試験（オンライン・３月） CBTで受験
過去問もCBTで学習可能

技術科教員として必要な知識と技能の修得を証明する学会の認定試験（2008～）

日本産業技術教育学会：技術科教員指導能力認定試験
https://jste.info/nintei/

技術科の教師になる人の質保証システム(2011)

２０２３年
受験１８名
一次合格１１名
二次合格４名

認定証授与 5



参考書を刊行し，質保証を後押し
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技術科教育の流れ

職業教育

近代技術

生活技術

教養としての技術
文部科学省：教育課程部会 家庭、技術・家庭ワーキンググループ(2016)7



小中高をつなぐ技術教育を提案

日本産業技術教育学会：
新たな価値と未来を想像する技術教育の理解と推進（2013）

産技学会は，次世代型技術教育の枠組みとして
「21世紀の技術教育」を1999年初版，
2012年改訂版，2014年内容例示を刊行

日本産業技術教育学会：https://www.jste.jp/main/index.php 8



技術教育についての問題意識

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術リテラシー教育(2022)9



技術リテラシー教育のスコープ

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術の枠組み (2021)10



※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術リテラシー教育(2022)11



※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術リテラシー教育(2022)
12



・どこで使う?
・いつ使う?
・誰が使う?
・なぜ必要?

製図からエンジニアリングデザインプロセスへ

発注者 設計者

発注者設計者

相手の要望に応じて設計

詳細設計，製作へ
（相手の設計を元に製作）

要望を構想図に
相互に検討

プロトタイピングで
模型を作り細部検討

参考：信州大学教育学部「木材加工基礎」

製図の技法を学ぶ

エンジニアリングデザイン
プロセスを学ぶ

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術リテラシー教育(2022)

相互に取り組む
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問題発見・解決プロセスの発達段階

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術の枠組み (2021)
14



※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術リテラシー教育(2022)

STEAM教育の中に技術科を位置付ける
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教育課程におけるSTEAM教育に関する議論

【奈須座長代理】
「最後にSTEAMとの関係で、テクノロジーやデザインの教育をしっかり考えてこなかった
かなと思います。図画工作科、美術科、技術家庭科、それから高校の情報あたり、どうい
うふうに縦横の系統を整理するかということを考えていく必要があるかなと思います。」

【石田教育課程企画室長：富士原委員の意見代読】
「2点目、これからの社会（産業）と学校の観点から。第3回の安宅さんの著書の中で、日
本の産業構造の変化に対応する初等中等教育の教科についての提案がなされていた。自身
が賛同するのは、図画工作科（中でも工作）と技術科、中等教育段階の家庭・技術科（関
係するのが高校の美術科、情報科か）についての提言である。これらの教科で学ぶ内容は
社会・職業生活の中でも果たす役割は大きく、これまで以上に重要な位置を占めるように
教科編成・教科内容（教科の横断性を超えて）何らかの検討を要するのではないか。
STEAM教育を実現する教育課程といった議論に相当するのかもしれないという御意見を頂
戴してございます。」

文部科学省：今後の教育課程、学習指導及び学習評価等の在り方に関する有識者検討会（第4回）議事録(R5.4.27)

技術科 情報科
図画工作
（工作）

STEAM教育の枠組み中で技術科を考える必要性
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内容構成の基本構造

内容知 方法知

一定の範囲で整理した技術のまとまり

P
D
C
A

スコープ

問題発見・
解決プロセス

当該技術に関わる技術の科学

働かせる

S
T
P
D

最適化

Project Based Learning
Design Thinking

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術の枠組み (2021)

専門的事項の科目区分・内容の適切な在り方
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専門的事項の科目区分・内容の適切な在り方

内容知(Knowing-that)：認知システムにおける知識，概念，原理
方法知(Knowing-how)：行為システムにおける技能，方略，方法論

・技術の概念と役割
・材料と加工の技術
・生物育成の技術
・エネルギー変換の技術（電気・電子）
・エネルギー変換の技術（機械）
・情報の技術
・システム

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術の枠組み (2021)

・二種免許の10単位を超える科目数
・科目区分に、特に含めるべき詳細の内容を

記述と科目区分を実施する上での手法的な
要素を記述が混在

・科目を圧縮
・技術科は手法的な要素。他教科に合わせ，

学問分野に対応した含めるべき内容に変え
るか，記載そのものを削除するか

文部科学省：中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会
教科に関する専門的事項に関するワーキンググループ（技術・情報）（第１回）(2023)

内容知と方法知
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専門的事項の科目区分・エネルギー変換の技術

※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術の枠組み・内容知・方法知体系表 (2021)

19



※日本産業技術教育学会：次世代の学びを創造する新しい技術の枠組み・内容知・方法知体系表 (2021)

専門的事項の科目区分・エネルギー変換の技術

学問体系からも，エネルギー変換の技術は，電気・電子系と
機械系の２系統は必要ではないか
エネルギー変換の技術としてまとめる方向であれば，電気・
電子，機械を含むといった内容表記での対応も考えられる 20



専門的事項の科目区分と内容記載について

従来通りの「実習を含む」の案（小修正）
・材料と加工の技術（設計および実習を含む。）

記載内容を変える案（他教科との調整でさらに検討）
例①：材料と加工の技術（加工技能を含む）具体的な内容を示す
例②：材料と加工の技術（課題解決を含む）より広範囲な手法を示す

※実習よりは幅が広くなる
記述をしない案：実習的な内容の保証についての対応の検討が必要

前提：二種免許であっても，教科特性，質保証，安全指導の観点から実習自体は不可欠

本学会・新しい技術教育の枠組み準拠案
・材料と加工の技術
・生物育成の技術
・エネルギー変換の技術（電気・電子）
・エネルギー変換の技術（機械）
・情報の技術

現行の学習指導要領準拠案
・材料と加工の技術
・生物育成の技術
・エネルギー変換の技術
（電気・電子および機械）
・情報の技術

科目区分案１：新しい技術教育の枠組みもしくは現行学習指導要領での科目構成

内容記載案
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専門的事項の科目区分と内容記載について

・材料と加工の技術
・生物育成の技術
・エネルギー変換の技術（電気・電子，機械）
・情報の技術
・技術総合実習（※内容記載は以下の案）

科目区分案２：実習を統合的にまとめて１つの科目とする構成
※参考：保健体育 体育実技

４内容全てを含む案
・技術総合実習（４内容を含む。）

４内容から選択をする案
・例①：技術総合実習（３内容以上を含む。）
・例②：技術総合実習（２内容以上を含む。）

※学習指導要領での統合的な問題解決とも対応

「技術総合実習」の内容記載案
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技術科免許を出せる大学増加や免許外教員・免許取得希望者への対応

①科目構成の変更でより多くの大学で技術科免許を出しやすくする対応
木工や金工を材料と加工にまとめたり，栽培から生物育成に変更したりすること

で，現在よりも多くの大学で対応が可能になる。また，情報を高校・情報科の科目
と重ねる表記にすることも考えられる。
②私立大学への積極的な働きかけと開設支援

技術科免許課程未開設の私立大学の会員に対し，開設支援および開設後の情報交
換等の支援体制を構築し，課程開設を積極的に働きかけていく。
③免許外教員や取得希望教員への免許法認定講習での対応

工作機械等，実地が必須の実習内容はスクーリングで保証しつつも，オンライン
でも可能な実習を積極的に活用することで，受講生の負荷を軽減してより受講しや
くするとともに，学会としても関われるように検討をする。
④教員免許を保持していない方への教員資格認定試験制度での対応

現在の幼稚園，小学校，特別支援学校に加え，技術科二種免許も対象にし，専門
的な知見は持つが，教員免許を取得していない方に技術科免許を授与。
⑤質保証の取り組みの充実

現在実施している技術科教員指導能力認定試験を充実させたり，教員採用試験の
加点への働きかけ等も進めたりするとともに，研修教材や講習等もさらに充実させ
たり，教職員支援機構と連携したりして研修講座で対応していく。
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事例１：神奈川工科大学 教職教育センター

運営
学科と教職課程が連携し実施（R5入学生:教職課程90名中12名が履修）

各科目の対応状況
技術科教育法，木工，金工：（教職教育センターの専任担当）
電気：教職用授業設置（機械科の場合，学内教員担当）
機械：機械科の授業読み替え
栽培：非常勤講師（学内に畑有り）
情報：教職用授業設置（機械科の場合，学内教員担当）

免許外教員対応
神奈川県内で臨時免許で担当している教員2名が技術の免許履修中

・栽培が生物育成となり自由度高くなると設置はしやすいだろう。
・ただし新規私学を支援しても実際に教員出すまでには数年かかる。
・速効的には，免許法認定講習であり，支援や条件があれば対応は可能。

ヒアリングメモ
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事例２：大阪工業大学 工学部機械工学科／
ロボティクス＆デザイン工学科ロボット工学科・システムデザイン工学科

運営
学科と教職教室が連携し実施（R5より新規開設）

各科目の対応状況
技術科教育法（教職教室の専任担当）
木工：非常勤講師（ものづくりセンターの設備利用）
金工：学科授業読み替え
電気：学科授業読み替え
機械：学科授業読み替え
栽培：非常勤講師（法人内大学の農学部教員に依頼）
情報：学科授業読み替え

・課程認定申請では栽培で苦労した。法人内大学に農学部ができたので申請可
能になった。

・「教職課程認定基準・同一学科等においてのみ授業科目を共通に開設できる
場合の特例」適用で，既開設の高校（工業）科目により，栽培と木材加工以
外の科目が読み替えできた（ゼロからは新規はかなり困難）。

・申請の中心は教職教室。開設の熱意ある教員が必要。

ヒアリングメモ
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免許外教員や取得希望教員への免許法認定講習での対応案

運営
従来：都道府県等の教委が地元の大学に開設を依頼
提案：学会で受託し，会員の複数大学で分担して共同開設で受け入れ数を増

やす（1大学の負荷を減らすことで講座開設の敷居を下げる）
各科目の設定

免許法改正に対応した科目を設定し，工作機械等，実地が必須の内容はスク
ーリングで保証しつつも，オンラインでも可能な内容を積極的に活用すること
で，受講生の負荷を軽減し，特に地方の受講生がより受講しやくする。
質保証

本学会が実施している技術科教員指導能力認定試験を新しい免許法の枠組み
にも対応させ，免許取得後の質保証に活用する。

現在の講習は，都道府県等の教育委員会が計画するのが通常かと考えられる
が，それを本学会のような法人が実施できる仕組み作りと予算的支援が必要。

検討事項
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教員免許を保持していない方への教員資格認定試験制度での対応案

概要
大学等で教職課程を取らなかった者で教育者としてふさわしい資質を身に付

け，教職を志すに至った者に対し教職への道を開くことを目的として創設。
提案

現在は幼稚園，小学校，特別支援学校が対象。そこに技術科二種免許も対象
にして，技術科の教職課程を取っていない方も合格すれば取得可能にする。
運営組織

「作問・採点を大学委託から専門研究者等の委員会組織へ」について，技術
科教員指導能力認定試験の知見等を元に学会も協力する。

取得後の質保証
採用後の研修について，研修教材等を充実させるとともに，教職員支援機構

とも連携しながら，学会としても対応
（例：令和5年度産業・情報技術等指導者養成事業も2大学が協力）

中学校の免許を試験対象にする制度・仕組み作りおよび予算的支援が必要。

検討事項

※文部科学省：教員資格認定試験制度の概要(2020)
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